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１．はじめに 

 耐震技術の歴史において建物の地震時挙動

の解明は、観測や被害調査などに基づく現象の

把握、適切なモデル化と理論解析、実験や観測

による検証とパラメータなどの定量的評価、そ

してさらに次の重要な現象の把握、と繰り返し

ながら進展してきている。この過程で強震観測

の果たした役割は、大別して未知の現象の認識、

技術の確認、そして既知モデルに対する定量的

な情報などである。 
1950 年代から米国や日本で研究的に実施さ

れた建物に関する地震観測では、主に現象の発

見・確認に力点が置かれ、続く 1960～70 年代

のコンピュータ発展時期における応答解析・応

答予測手法開発の基礎になったと考えられる。

その後 1990 年代まで日本を中心として、技術

の先端である電力関係の構造物や超高層建物、

免震・制振建物などを対象として実験と強震観

測が進められた。充実した観測態勢をとったも

のも多かったが、高度な技術の検証という意味

合いが強く、解析手法の妥当性や免震による応

答低減効果の検証など限定された利用しかな

されていない場合も多い。一方、一般の中低層

建物については、地震時応答挙動に関する 70
年代までの知見に基づいた耐震設計に落ち着

いており、観測対象建物も最近は増加しておら

ず、実地震時挙動に関する知見の蓄積は必ずし

も進展していない。 
このような状況で 1995 年兵庫県南部地震が

発生し、様々な問題が明らかになった。新耐震

の二次設計で考慮する 3倍以上のレベルの入力

を受けても建物被害率が高くなかったことは、

実際の建物に作用する地震力と建物耐力の評

価に疑問があることを示している。この特性を

検討できる建物の強震記録は、兵庫県南部地震

に限らず未だほとんどなく、観測態勢の手薄さ

は明らかである。さらにこれらの記録のなかで

も公開されて活用できるものはさらに少なく、

利用態勢も改善されるべきである。 
限界耐力計算法の導入により地震荷重の動

的な効果がより明確に考慮できるようになり、

地盤の地震動増幅特性や地盤と建物の動的相

互作用効果、建物の周期や減衰特性が陽な形で

荷重評価プロセスに取り入れられた。これは現

在までの知見に基づいて、主な対象となる中低

層建物の地震応答に最も影響の大きい要素を

考慮して、設計法としては格段に進歩したと言

えるであろう。しかし一方で、そこで用いるべ

き地盤や建物に関する知見は必ずしも十分整

理されておらず、定量的評価のための情報はさ

らに不足している。実際に適切な設計を行うに

は、各種調査や強震観測によるバックデータの

整備が急務であり、そのためにも多数の観測例

による定量的な情報の蓄積が必要である。 
ここでは一般的な中低層建物を中心に、強震

観測により明らかにしていくべき問題点をま

とめて述べ、そのために必要な観測やデータ利

用について筆者らが試みている事例を通じて

議論したい。 
 
２．建物の地震時挙動に影響する諸点と強震観測 

地震時挙動に関する問題点を表 1に整理した。

以下に説明を加えるが、具体的な図は省略した

ので参考文献を適宜ご参照頂きたい。 
 

表 1 本節で述べる問題点の整理とキーワード 
 
地盤－構造物の動的相互作用：周期と減衰、入力低減 
上部構造の応答分布：モード形、建物増幅、地震力 
隣接建物間相互作用：都市部の密集建物、ロッキング 
減衰定数：低減衰、共振、継続時間、モード間連成 
立体振動特性：立体モード、ねじれ、床面内変形 
二次部材の影響：雑壁、フレーム剛性、固有周期 
振幅依存性・非線形性：固有周期と減衰の変化・変動 
基礎構造の応答と地震力：杭基礎、根入れ基礎 
上下動応答：超高層・免震の上下動相互作用 



2.1 地盤－構造物の動的相互作用 1) 

 動的相互作用効果は、特に中低層建物や剛な

構造物の地震応答において支配的であり、最も

適切に考慮すべき要因の一つである。20 世紀前

半から理論検討がなされ、20 世紀後半には理論

と数値解析、そして大規模実験と地震観測によ

り発展した。地震観測については Housner や山

原による観測記録から現象を見抜いた研究が

知られている 2)。 
 相互作用効果には慣性の相互作用と入力の

相互作用がある。慣性の相互作用については、

その効果を代表する地盤インピーダンスを地

震観測や常時微動から直接求めることは困難

であるが、相互作用の影響として現れる地盤－

建物連成系周期の長周期化と減衰の増大は、観

測記録から求めることができる。このためには

建物の頂部(RF)、基部(1F)、および地盤地表(GL)
の観測が最低限必要であり、さらに基礎固定系

の特性を適切に評価するために基部の両端部

における上下動から求めたロッキング(θ)が必

要となる。伝達関数の評価は、RF/GL から相互

作用系の特性、RF/1F からスウェイのみ拘束し

た場合の特性（ロッキングの影響は含まれてい

る）、そして RF/(1F+Hθ)からはスウェイ・ロッ

キングをいずれも拘束した基礎固定系の性質

が得られる（H は建物の有効高さ）。 
中低層建物による計測例からは周期と減衰

の増大が確認され、その効果は一般に建物高さ

や剛性・形状、基礎構造、地盤剛性などの影響

を受けている 3)。このような効果をなるべく分

離して統計評価できるように、多様な建物にお

ける多数の観測記録が期待されることはいう

までもない。一方で、系統的な観測により少数

の観測対象からより多くの傾向を抽出する工

夫も必要である。たとえば、ある建物について

建設中に階数の増加に従って観測を繰り返せ

ば、まったく同一の地盤・基礎条件で建物階数

のみが変化する場合の特性の変化を知ること

ができる。また、階数が共通で上部構造形式や

基礎構造形式の異なる建物の比較なども考え

られる 4)。 
結果として相互作用が固有振動数に及ぼす

影響は、低層時で大きく、階数の増加に伴って

減少すること、基礎・地盤に比して上部構造の

剛性の大きい場合に相互作用の影響が大きい

ことなどが確認されている。公団住宅や小学校

など上部構造の規模・構造が比較的共通な建物

群の計測・分析から地盤・基礎条件の影響を分

離した研究もある 5), 6)。 
 このような観測では、相互作用系の周期、減

衰、モード形の評価のためにスウェイ・ロッキ

ングが分離できる観測は重要である。また、常

時微動においては、表面波に起因する回転入力

により基礎固定系の伝達関数の推定が困難に

なるケースがあり 7)、この意味でもロッキング

を計測する必要性は大きい。 
次に入力の相互作用については、重要な指標

である基礎入力動は無質量剛基礎の応答であ

るため観測から直接求めることはできず、上部

構造が存在した状態での基礎の応答である有

効入力動が観測される。相互作用による入力の

低減効果は入力損失として知られており、地震

記録でも確認されている。安井ら 8)によれば兵

庫県南部地震において観測された建物基礎と

地表の最大値の関係から、地表に比べて加速度

で約 3 割、速度で約 1 割の入力低減効果が認め

られている。 
 入力の相互作用効果は基礎半幅 B と地盤の

せん断波速度 Vs により決まる無次元化振動数

a0=2π f B/Vs の関数として表現され、高振動数ほ

ど入力が減少する。先に述べた建設中の建物に

おける観測では、階数により有効入力は変化し

ないこと、地盤条件と建物規模がほぼ同様の場

合に有効入力動の傾向も類似していることが

示されている 4)。また、規模・地盤条件の異な

る建物の比較では、全体的傾向として規模の大

きな建物ほど高振動数で基礎応答が低減して

いる。地盤と基礎の最大応答値の比較では、入

力する地震動の卓越振動数が高いほど有効入

力の低減が顕著になるが、上部構造物の固有振

動数に近い卓越振動数を持つ入力ではばらつ

きが大きく、上部構造物の慣性力によりむしろ

増幅するケースもある。さらに隣接棟がある場

合には、規模の大きい建物の影響により規模の

小さい方の建物の入力が増加することもある 9)。  
このように、入力の相互作用による入力低減



効果は、建物規模と地盤状況の関係の他に入力

地震動の周波数特性や周辺建物などにも左右

され、地震によるばらつきもかなり大きいため、

設計においてこの効果を一般的に地震荷重の

低減に結びつけることには慎重であるべきと

考えられる。 
 大レベルの応答において基礎が地盤から浮

き上がることにより入力が低減された可能性

について検討例 10)がある。顕著な非線形特性に

よるエネルギー吸収と減衰増大の効果は現象

としては予想されるが、観測による直接的な検

証は十分なされていない。 
2.2 上部構造の応答分布 

 動的相互作用の影響が大きい中低層建物で

は、建物の弾性変形率に比べてスウェイ・ロッ

キング率が大きくなる。一般にこれらの指標は

（1 次の）固有振動数付近で算出するが、入力

の卓越振動数が異なることを考慮して、振動数

の関数としてスウェイ・ロッキング率および弾

性変形率を表示してみると、振動数の上昇とと

もに弾性変形の割合が増加することがわかる 9)。

すなわち、地震動の卓越振動数によって上部構

造のモード形や応答増幅率が変動することに

なる。屋上／地盤の最大加速度比を様々な建物

で計算してみると、入力地震動の卓越振動数成

分によって応答増幅効果にかなりの変動が見

られる。同一の地盤・建物でも地震動によって

変動があることから、建物と地盤の固有周期の

同調だけでは応答増幅特性を表せないことも

わかる。またスウェイ・ロッキングの存在によ

り、上部構造の地震力分布は基礎固定時のそれ

とは異なることになり、この効果を耐震設計時

の地震力分布の設定に際して考慮すべきであ

る。 
 以上の検討のためにも、前節で指摘したスウ

ェイ・ロッキングが分離できる観測が必要とな

る。 
2.3 隣接建屋間相互作用 

 地盤を介した隣接建屋間相互作用は、主に規

模の大きい原子力施設で検討されてきた。しか

し都市域のように密集して多数の建物が存在

する場合には、一般の建物でも隣接する建物間

の相互作用の影響が無視できず、単独建物の特

性に基づく入力評価や応答推定の適用には注

意が必要である 10)。このような効果により入力

や応答が増加するか減少するかは場合により

異なるが、特に大規模な建物に隣接する小規模

建物の場合に影響が大きく 9)、入力が増加する

可能性もあり、上部構造の衝突問題なども含め

て、単独建物としての評価が全く意味をなさな

いことも考えられる。 
 このような特性の解明のためには、周辺地盤

も含めた面的な高密度観測が要求されるため、

常時微動や強制振動実験などの併用が実際的

である。 
2.4 減衰定数 

 中層～高層のS造建物では上部構造が柔で内

部減衰も少なく、比較的良好な地盤に建設され

た場合は特に相互作用の影響が少なく、連成系

の減衰が小さい場合が多い。たとえば文献 11)

のデータベースでは高さ 50m 以上・1 次固有周

期 1 秒以上の S 造建物の半数近くが 1%以下の

減衰しかなく、0.5%程度の建物も少なくない。

RC 系でも階数の多いものでは 1%以下の場合

もある。比較的周期が長くて低減衰の建物では

共振による応答の成長に時間がかかり、大レベ

ルの応答が長時間にわたって継続する可能性

があるたとえば 12）。特に規模の大きな地震では地

震動の長周期成分が卓越し、かつ継続時間も分

のオーダーまで長くなることから、長周期・低

減衰建物の応答解析は十分長い継続時間につ

いて検討することが不可欠である。従来の超高

層建物等の設計における応答解析の時間長は

せいぜい数 10 秒であり、最もクリティカルな

海溝型の大規模地震に対しては決して十分と

はいえない。 
 また特に低減衰系において複数の固有値が

近接する場合（フレーム構造で水平 2 方向の特

性が類似の場合など）に、モード間カップリン

グによりうなりが生じ、減衰評価に影響を及ぼ

すことがある 13)。 
 このような高層・低減衰建物で計測を行う場

合には、地盤や 1 階の加速度成分でストップト

リガをかけると後半の共振部分の記録が得ら

れないこともあり得るため、記録時間を十分長

く確保することが重要となる。 



2.5 立体振動特性 

 中低層建物は複雑な形状を持つ場合が少な

くない。一般的な一本棒モデルへの置換が不適

切になる場合として、各階平面内において剛心

と重心が食い違う場合のねじれ応答の問題が

ある。また特に細長い平面形状の場合には、床

面が面内で弓形に変形するモードが卓越する

ことが知られている。Ｌ字型平面建物において

も複雑なねじれと床の面内変形が観測されて

おり、さらにウイング部の増築により対称軸を

持つコ型平面になった後も、新たな床面内変形

モードが無視できない大きさで生じていた 14)。

１階床面における上下動の多点観測からは基

礎版の面外変形も確認されている 15)。 
このように不整形な形状の多い中低層建物

では、構造的に明快な高層建物などよりはるか

に複雑な立体振動性状を示し、しかも建物個別

に異なる性状を適切に評価することは容易で

ない。また平面形状によって程度は異なるが、

設計で仮定している面内剛床は保たれていな

い可能性があることにも留意すべきである。こ

れらの検討のためには各階に１カ所の観測点

では不足であり、より高密度な観測が必要とな

る。高密度配置による常時微動計測により振動

モードの概要を把握したうえで、必要な強震観

測計画を立てることが現実的であろう。 
2.6 二次部材の影響 

 常時微動や小地震の観測結果では、固有周期

が設計時の解析値よりかなり短めになる傾向

がある。この原因として、振動モデルの作成に

当たってフレームに取り付く耐震壁は考慮さ

れるが、腰壁・垂壁・袖壁などの剛性は十分評

価されていないことが考えられる。試みに実在

建物のフレームについて FEM により剛性を評

価してみたところ、純フレームに対して耐震壁

付きフレームの剛性が 10倍以上となり、一方、

腰壁・袖壁がついたフレームでも 4 倍程度とか

なり大きくなった 16)。この腰壁・袖壁付きフレ

ームの剛性を考慮して全体フレームの周期を

モデルから計算すると、実測値にかなり近い値

となる。このように、一般的なモデル化では十

分考慮されていない腰壁・垂壁・袖壁などの二

次部材は、大変形時の耐力としてはさほど効い

ていないとしても、フレーム剛性で数倍の差を

生じ、振動解析では影響が大きいことに留意す

べきである。 
鉄骨住宅などではさらに軽微な間仕切や仕

上などの二次部材も周期・減衰両面で顕著に影

響し、建設段階ごとに振動特性が激変する 17), 18)。 
このような二次部材の影響の把握には、実測

値だけでなく建物概要および設計時の検討値

を参照することが必要であり、これらの情報を

実測データと同時に使用できることが望まし

い。 
2.7 振幅依存性・非線形性 

 振幅レベルの増大に伴い、建物振動数の低下

と減衰の増大が生じる。この変化は比較的小さ

な振幅では可逆的であり、常時微動と地震時特

性の関係を考察する際などに有用である。応答

振幅がある程度大きくなると、構造体の損傷に

よる剛性低下のため不可逆的な振動数の低下

が生じる。構造体に顕著な損傷を受けるほどの

地震応答記録が観測された例はさほど多くは

ない。宮城県沖地震の東北大学建設系 19), 20)、

三陸はるか沖地震の八戸工業大学 21)はいずれ

も 1G あるいは数 100gal の応答で顕著な被害を

受け、振動数で 1/2～1/1.5、剛性で 1/4～1/2 と

なっている。このような記録は、相互作用や立

体振動などあらゆる面から検討を加えて地震

荷重の設定に活用すべきであろう。 
 またこれほどの大レベル応答でなくても、地

震を経験するごとに構造体は多少なりとも損

傷を受け、さらに長期間にわたる劣化も加わっ

て、建物の振動特性は変化していく 19)。このよ

うな記録群の周期等から建物の損傷劣化評価

を行うことも必要である。このためにはある程

度以上の振幅の記録に限ってよいので比較的

簡易で安価な強震計でも十分であり、その代わ

りに設置対象建物の著しい増加が望まれる。 
2.8 基礎構造の応答と地震力 

 杭基礎の応答性状と作用する地震力、さらに

は破壊のメカニズムには不明点が多い。しかし

建物や地盤の地震観測に比して杭体の挙動の

観測例は少ないたとえば 22)。杭頭慣性力と地盤変

形の寄与度合、杭周辺の地盤バネ剛性と減衰の

評価、群杭効果、群杭内部と外部の地盤の挙動、



杭を介した上部構造への入力機構など、未解明

な点が数多くあると考えられる。同様に、根入

れ基礎の応答低減効果や地下震度の適切な設

定のためには、地盤の挙動と基礎への土圧の計

測が必要となる。現状ではこれらの計測例は少

なく、しかも地盤の非線形性が顕著になるよう

な強震時のデータは全くないと言っても良い

であろう。基礎構造や地下部分の挙動の把握は、

上部構造に作用する地震力の評価に必須であ

ると同時に、上部構造を支える安全性の評価の

面でも重要であり、詳細な観測例が必要とされ

ている。 
 強い地震動を受けた地盤は非線形挙動を示

し、特に地下水位の浅い緩い砂地盤は液状化や

側方流動により構造物に大きな影響を与える。

このような現象の発生機構と基礎構造への影

響を明らかにできる観測態勢が望まれているた

とえば 23)。 
2.9 上下動応答 

 超高層建物や免震建物では、長周期化により

水平応答が低く抑えられているため、相対的に

上下動の重要性が増す。一般的な中低層建物で

は上部構造の上下方向の固有周期はかなり短

いが、超高層建物では地震動の卓越周期の範囲

に入ってくる（横田他 24）によれば T = 0.0084N + 
0.065）。この際には上部構造の剛性が相対的に

高いため地盤との動的相互作用効果も無視で

きなくなる。また、免震建物でも上部構造の構

造要素のスリム化や大スパンの梁の使用など

により上下応答の重要性が増している。特に地

盤が軟弱な場合は、上下動における剛性が免震

層よりも地盤の方が小さくなるので、地盤との

動的相互作用解析が必要となる。このように、

長周期構造物については水平動に関しては地

盤に比して上部構造や免震層が柔らかいため

相互作用の影響は小さいが、上下動では十分な

検討が必要であり、同様に地盤も含めた上下動

に関する観測も必要である。 
 なお、免震については多くの地震観測例があ

るが、応答低減効果の検証だけでなく、ねじれ

振動、高次モード形、基礎部分の相互作用や杭

の挙動など、詳細な観測により明らかにすべき

未知の現象が未だ残っていると思われる 25)。 

３．これからの強震観測とデータ利用 

3.1 戦略的な強震観測態勢 

 ここまで述べてきたように、強震観測を中心

とした実験・実測により明らかにしていかなけ

ればならない点は数多くある。特に多数存在す

る中低層建物については一般に、動的相互作用、

平面・高さ方向の不整形性、二次部材、隣接建

物などの影響を強く受けており、振動特性は非

常に複雑かつ個別性が高い。また特に地盤条件

が良くない場合は常時微動による振動システ

ム評価も困難になる 7)ことから、極力多くの強

震観測例を蓄積することが期待される。これら

に対応していくためには、大別して以下の方針

をとるべきと考える。 
(1)比較的簡素な観測態勢で多数の実例 

 現象そのものは比較的明らかになっている

簡易な項目については、できる限り多数の建

物・多数の地震による定量的な情報蓄積を行う

ことが必要である。最低限の観測は建物頂部の

み、あるいは頂部と 1 階で周期と減衰が評価可

能な配置、次は相互作用特性の評価のために地

盤観測点とロッキング観測の追加、さらに建物

により個別性の高いねじれや床の面内変形な

どの立体挙動を検出可能な観測態勢の整備、の

順となる。 
 これらのデータは多数になるため、収集・整

理・利用するシステムの開発は不可欠である。

カリフォルニアでは建設時に強震観測を義務

づけるなどして耐震設計用のデータを蓄積し

ており 26)、行政側のプログラムによるリードも

重要である。 
このタイプの観測においては観測機器も従

来の高精度かつ高価な機器から変化せざるを

得ない。特に最も簡易な周期と減衰程度を目的

とした観測態勢においては、強震計の感度・精

度はさほど高いものである必要はない。数ガル

程度以上の応答でそこそこのデータが得られ

れば十分な場合も多い。安価になれば、たとえ

ば避難所となる小学校に多数配置することな

どが考えられる（図 1）。平常時は理科教材とし

て活用し、建物の劣化モニタリングも行い、災

害時には学区毎の超高密度強震観測地点とな

り、さらに避難所となる小学校校舎の被災度把



握にも用いることができる。他の気象センサー

やライブカメラと組み合わせて、地域の防災拠

点システムを提案している 27）。 
波形記録をあきらめて応答値と被害の関係

把握だけに絞ればさらに簡易・安価な機器でも

十分である。例として、自動車部品メーカーと

協力して開発中の安価なセンサーを図 2に示す。

エアバッグ作動用の半導体歪ゲージ型センサ

ーを改良し、震度計算回路やメモリー機能を付

加したもので、水平 2 成分、振動数範囲 DC～
20Hz、分解能 1 ガル、計測範囲 1000 ガル、震

度 2 以上の震度表示を行うことができる。住宅

メーカー、ライフライン企業、建物管理会社な

どと連携し、このような簡易で安価なセンサー

を住宅の耐震性能把握・向上や顧客対応に活用

することなども考えられるであろう。 
(2)限定された対象に関する超高密度観測 

 以上の比較的簡素な計測態勢で多数の観測

例を蓄積する一方で、地盤－建物系の詳細な実

挙動把握を行うために、限定された対象につい

て地盤－基礎－建物系の応答・応力・土圧など

を含む超高密度強震観測を行うことも期待さ

れる。現象そのものに不明な点が多数存在する

分野では、ごく少数の対象建物でもよいからで

きる限り詳細な観測を行う必要がある。ただし

これらは一般にコストがかかるため、公的機関

による実施、あるいは研究機関の協働が必要と

される。 
(3)戦略的な観測プログラムの構築 

 さらに効率的な観測として、建物の建設段階

を追って複数の常時微動計測や継続的な地震

観測を行うことにより、図 3 のような戦略的な

観測プログラムが考えられる。基礎構造の施工

前後の比較からは有効入力に与える影響が把

握できる。また建設中に階数の増加に従って常

時微動観測を繰り返し行い、また並行して地震

計を設置しておけば、中小地震程度のレベルで、

まったく同一の地盤・基礎条件で建物階数のみ

Fig. 1 システムの概 Photo 1 安震ステーションの

気象センサ（温湿度、雨量、風向風速など） 
ネットワークカメラ 
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（安震ウェブのサテライトサーバ）

投影用カメラ、プロジェクタ、スクリーン 

簡易地震計（地盤、建物１階、屋上） 
安震君 

インターネット 

校内ＬＡＮ 安震ウェブサーバ 
（行政機関などに設置） 

防災通信回線（非常時） 

図 1 安心ステーションの構成 
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図 2 エアバック用半導体センサーを活用した低価格地震計 



が変化する場合の特性の変化を知ることがで

きる。同様の観測を複数の建物で行えば、地盤

や基礎条件の相違を明確にできる。さらに二次

部材の有無や隣接建物の有無による特性の比

較も可能になる。以上のように、建設段階にお

ける計測ケースを適切に組み合わせることに

より、1 棟の対象建物で何棟もの観測に匹敵す

る結果を得ることもできるであろう。 
3.2 データの公開と利用 

 地盤の強震観測については、兵庫県南部地震

以降に、防災科学技術研究所、自治省消防庁、

気象庁などの公的機関が中心となって、全国を

カバーする観測ネットワークが整備されてい

る。得られたデータは整理・データベース化さ

れ、ディジタルデータがインターネットを通じ

て公開されており、多くは一般に使用可能で防

災活動や研究に活用されている。鳥取県西部地

震や芸予地震などでもわかったように、地震発

生が地方であろうとも詳細な加速度分布が得

られるだけの高密度かつ均一な配置が全国で

確立されている。 
 一方、建物に関する強震観測は民間主体であ

るため、観測対象数は頭打ちであり、観測対象

は大規模・特殊な建物が多く、多くは首都圏な

どに集中している 28)。また観測内容や記録の公

開も進んでいないばかりか、記録の整理は各機

関に任されているため人手不足で十分な分析

もされていない場合もあるものと考えられる。

記録公開の意義や労力に対する理解と評価が

全くないことも状況をさらに悪くする。冒頭で

述べた兵庫県南部地震における建物強震記録

の欠如は、現在でも全く改善されていない。 
 ２章で述べた建物に関する強震観測の問題

点を考えれば、一つでも多くの観測例を一般に

利用できる形で整理することが望まれる。この

ような試みの例として、建築学会減衰評価小委

員会による建築物の減衰に関するデータベー

ス作成・公開 11)が挙げられる。またディジタル

データについては、強震観測小委員会による建

築会館ほかの強震記録 29)、建築研究所によるい

くつかの建物の強震記録などが公開されてい

る。インターネットの活用では、八戸工業大学

の強震観測システム 21)のデータ公開が先進的

な例として挙げられる。地盤・建物の高密度観

測について 1994 三陸はるか沖地震・最大余震

をはじめとした多数の地震が整理され、WWW
によるアクセス、SQL を利用した検索、ディジ

タルデータのダウンロードなど、現在の K-NET
サイトが備える機能のほとんどを 1995 年当時

に提案・構築していた（現在はメンテナンスの

ため休止しているが、2003 年 3 月に再開の予定。

URL は http://www.takita.archi.hi-tech.ac.jp/）。 

図 3 戦略的な観測プログラム 
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 多くの機関が保有する記録をなるべく共通

に整理・活用する手段としては、データを一元

化して発信するタイプ 30)と、各機関が共通の形

式でそれぞれデータ公開するタイプが考えら

れる。建物の強震観測は民間が主であり、個別

性が高いことから、後者が有用と考えられる。

一定のひな形に各機関がなるべく従って公開

する枠組みができれば、ネットワーク上の分散

型データベースへの発展が期待できる。観測記

録は、ある程度まとまったデータベースとなる

ことによりその有用性が飛躍的に高まる。地盤

の強震観測ではこの集約の効果が比較的わか

りやすいが、建物では個々に異なるため工夫が

必要である。 
 ここでは共通のデータ公開を行うために構

築したウェブシステムの例を示す 31)。建物の強

震記録を有効活用するためには、建物や地盤に

関する詳細情報、観測機器の特性なども加えて

一元化することが重要である。大学建物を対象

としているため民間に比べて比較的制約は少

なく、可能な限りの情報をデータベース化して

いるが、実際には状況により部分的に公開する

ことも想定されている。一方データ所有機関に

とっては非公開資料も含めて一元化すること

により情報管理の手間を省くことが大きな利

点となる。現状は、個別機関では人手不足など

によりデータ処理・整理・分析などの有効利用

ができなくなりつつあり、情報整理に伴う省力

化が情報公開へのインセンティブとなること

も期待している。 
図 4に示すようにデータの分類を行うことに

より利用者が利用しやすい構成とし、一方管理

側も、変化しない建物概要データと地震ごとに

更新される観測データの区別や、項目ごとの公

開／非公開の対応などが容易になるように工

夫されている。具体的なウェブ画面例を図 5 に

示す。ディジタルデータのダウンロードに関し

ては、ユーザの把握と適切な利用を促すために

登録制をとっている。K-NET も当初のフリーダ

ウンロードから登録制に移行しており、今後の

一般的な形態として認められていくものと考

えられる。 

図 4 データ分類 

地形概要

震度マップ

地盤データ

ボーリングデータ

標高＆切盛

地震記録

観測機器

強震観測機器
SMAC
Etna
K2

常時微動計測機器
3ch常時微動計
1ch常時微動計

建物概要
竣工年

緯度・経度
建築面積
延床面積
階数
高さ
軒高
用途

建物データ

構造概要
構造種別
骨組形式
基礎種別
（支持層）

（基礎形式）

スパン
柱・梁サイズ

梁伏図

ボーリングデータ
調査地点
柱状図
N値

推定S波速度
推定単位体積重量

図面
杭伏図
基礎伏図
梁伏図
軸組図

部材リスト

常時微動記録
計測概要
計測地点数
使用機器
伝達関数

強震観測概要
観測地点数
センサー配置
使用機器
収録設定

マップ 建物リスト 詳細データ 写真集 データ収録状況

波形

地形概要

震度マップ

地盤データ

ボーリングデータ

標高＆切盛

地震記録

観測機器

強震観測機器
SMAC
Etna
K2

常時微動計測機器
3ch常時微動計
1ch常時微動計

建物概要
竣工年

緯度・経度
建築面積
延床面積
階数
高さ
軒高
用途

建物データ

構造概要
構造種別
骨組形式
基礎種別
（支持層）

（基礎形式）

スパン
柱・梁サイズ

梁伏図

ボーリングデータ
調査地点
柱状図
N値

推定S波速度
推定単位体積重量

図面
杭伏図
基礎伏図
梁伏図
軸組図

部材リスト

常時微動記録
計測概要
計測地点数
使用機器
伝達関数

強震観測概要
観測地点数
センサー配置
使用機器
収録設定

マップ 建物リスト 詳細データ 写真集 データ収録状況

波形

建物の詳細データ（建物概要・構造概要）     地震波形一覧         ディジタルデータダウンロード画面

図 5 データ公開用ウェブシステムの構築（画面例） 



 開発したウェブシステムは、将来的に多数の

機関により共通性の高いデータ公開のために

活用されることを意図／期待して作成されて

おり、希望者にはソースを提供するなどにより

展開を図ることを考えている。 
最後に重要な点として、意識の問題がある。

観測者は自分のデータを囲い込みたがり、建物

オーナーや建設会社は建物の真の実力が露わ

になることを嫌い、一方データ利用者は K-NET
などのデータ公開に慣れきってしまい、観測者

の苦労を理解しようとしない。データ公開の意

義を理解し、評価して、自己責任の元に活用し

ていく風土がなければ、共有・協働にはなかな

か発展しない。これからの性能を明示した設計

のためにも是非必要な姿勢である。先に述べた

カリフォルニアの例のように行政によるトッ

プダウンの対応ももちろん期待されるが、われ

われ研究者・技術者・設計者が現状を直視し、

有用な情報を共有してよりよい耐震構造を目

指すためには、意識改革が何より重要である。 
 
４．むすび 
 本稿では、建物の強震観測の今後を考えるた

めに、建物地震応答に関する問題点を整理し、

観測の方針とデータ公開に関する試みを述べ

た。地盤と建物の地震時挙動は、われわれが思

っている以上に把握できていないことを正し

く認識し（これは建物耐力の評価についても同

様）、設計においては適切な判断を、研究にお

いては実現象解明のいっそうの展開を図る必

要がある。そのための重要な基礎となる地震観

測データは積極的に公開・共有していくことが

期待される。現状では動きは鈍いが、ハード・

ソフト両面から環境を整えていくべき時期に

きている。 
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